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「養護」という語の歴史的展開
児童福祉分野における「養護」―― 
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（１）「児童保護法案」にみる施設体系の変遷





次の昭和 21年 11月 4日「児童保護法仮案」においては、普通児童保護施設と特殊児童保護施
設という括りは引き続き存在するが、施設数は全 6 種に削減された。その後、昭和 21 年 11 月





































 その後、昭和 22年 1月 6日に作成された「児童福祉法要綱案」では、施設体系に産院が追加
された。さらに、昭和 22年 1月 11日・1月 25日・2月 3日作成の要綱案では、「養護院」は再
び「養育院」へと名称が戻されており、「養護」という語の使用をめぐって揺れていたことがうか
がえる。







昭和 22年 7月 4日の法案では、「養護施設」という名称のまま、その対象から再び「精神薄弱
児」が除かれ、代わりに新たに「精神薄弱児施設」が追加された。一方、産院が助産施設として
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寺脇隆夫編（1996）『続 児童福祉法成立資料集成』ドメス出版
野澤正子（1991）『児童養護論』ミネルヴァ書房
リンドネル著 ; 湯原元一譯補（1893）『倫氏教育學』金港堂書籍
表１．児童保護法案・児童福祉法案中の養護施設の変遷
作成年月日 名称 条文
昭和21年10月15日 児童保護法案要綱大綱案
育児院（第１６第４号）
育児院とは、保護者のない三歳以上の児童を収容して保護育成する所とすること。
昭和21年11月4日 児童保護法仮案
育児院（第八条第二号）
保護者のない（空白）歳以上の児童を収容して、保護育成する所とすること。
昭和21年11月26日 児童保護法要綱案
養育院（第四十三）
公共団体又は私人は、保護者のない児童、現に保護者の監護を受けてゐない児童又は保護者の監護の
適当でない児童を養育するため、命令の定めるところにより、行政官庁の許可を受け、養育院を設置する
ことができること。（以下略）
昭和21年11月30日 児童保護法要綱案
養育院
公共団体又は私人は、保護者のない児童、現に保護者の監護を受けてゐない児童又は保護者の監護の
適当でない児童を養育するため、命令の定めるところにより、行政官庁の許可を受け、養育院を設置する
ことができる
昭和22年1月2日 児童福祉法要綱案
養護院（第四十四）
公共団体又は私人は、命令の定めるところにより、行政官庁の認可を受け、第三十七条第一号の児童を
養護するため養護院を設置することができる。（以下略）
第三十七第一号：保護者のないもの、現に保護者の監護を受けていないもの、又は保護者の監護の適当
でないもの。
昭和22年1月6日 児童福祉法要綱案
養護院（第四十）
公共団体又は私人は、命令の定めるところにより行政官庁の認可を受け、第三十三第一号の児童を養護
するため養護院を設置することができること。（以下略）
昭和22年1月11日 児童福祉法要綱案
養育院（第四十一）
公共団体又は私人は、命令の定めるところにより、行政官庁の認可を受け、第三十四第一号の児童を養
育するため養育院を設置することができること。（以下略）
昭和22年1月25日 児童福祉法要綱案
養育院（第四十一）
公共団体又は私人は、命令の定めるところにより、行政官庁の認可を受け、第三十四第一号の児童を養
育するため養育院を設置することができること。（以下略）
昭和22年2月3日 児童福祉法案
養育院（第四十一条）
公共団体又は私人で、第三十三条第五号に該当する児童を収容して、これを養育する施設（以下養育院
という）を設置し、第五十一条ないし第五十三条の規定による補助を受けようとするものは、命令の定める
ところにより、行政庁の認可を受けなければならない。（以下略）
昭和22年6月2日 児童福祉法案
養護施設（第五十一条）
養護施設とは、保護責任者のない児童、虐待されている児童又は精神薄弱もしくは病的性格の児童を入
所させて、これを養護する施設をいう。
昭和22年7月4日 児童福祉法案
養護施設（第四十一条）
養護施設は、保護者のない児童、虐待されている児童その他環境上養護を要する児童を入所させて、こ
れを養護する施設とする。
昭和22年8月11日
児童福祉法案（国会への政
府提出案）
養護施設（第三十九条）
養護施設は、乳児を除いて、保護者のない児童、虐待されている児童その他環境上養護を要する児童を
入所させて、これを養護することを目的とする施設とする。
昭和22年12月12日 児童福祉法（成立時）
養護施設（第四十一条）
養護施設は、乳児を除いて、保護者のない児童、虐待されている児童その他環境上養護を要する児童を
入所させて、これを養護することを目的とする施設とする。
出典：児童福祉法研究会編　『児童福祉法成立資料集成　上・下巻』　ドメス出版　1978年・1979年をもとに筆者作成
 (至学館大学健康科学部 助教)
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